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提 案 理 由 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２条第３項及び地方公営企業法施行令（昭

和２７年政令第４０３号）第１条第２項の規定により、同法の規定の全部を適用するため、

埼玉県都市競艇組合規約を変更することについて協議したいので、地方自治法第２９０条の

規定により、この案を提出するものである。 
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埼玉県都市ボートレース企業団規約 

 埼玉県都市競艇組合規約（昭和３２年３２指令地収第１５４９号）の全部を改正する。 

目次 

 第１章 総則（第１条―第５条） 

 第２章 企業団の議会の組織及び議員の選挙（第６条―第８条） 

 第３章 企業団の執行機関の組織及び選任（第９条―第１３条） 

 第４章 企業団の経費の支弁の方法（第１４条・第１５条） 

 附則 

第１章 総則 

（企業団の名称） 

第１条 この企業団は、埼玉県都市ボートレース企業団（以下「企業団」という。）という。 

（企業団を組織する地方公共団体） 

第２条 企業団は、飯能市、東松山市、狭山市、羽生市、鴻巣市、上尾市、草加市、越谷市、

入間市、朝霞市、さいたま市、春日部市、深谷市、本庄市及び加須市（以下「関係市」と

いう。）をもって組織する。 

（企業団の共同処理する事務） 

第３条 企業団は、次の事務を共同して処理する。 

⑴ モーターボート競走法（昭和２６年法律第２４２号）に基づく、モーターボート競走

の施行に関すること。 

⑵ その他モーターボート競走の実施に関し必要なこと。 

（地方公営企業法の適用） 

第４条 企業団は、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２条第３項及び地方公

営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）第１条第２項の規定により、同法の規定の

全部を適用する。 

（企業団の事務所の位置） 

第５条 企業団の事務所は、さいたま市中央区大字下落合１７０４番地に置く。 

第２章 企業団の議会の組織及び議員の選挙 

（企業団議員の定数及び選挙） 

第６条 企業団の議会の議員（以下「企業団議員」という。）の定数は、２８人とする。 
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２ 企業団議員は、関係市の市長（企業長及び副企業長である市長を除く。）及び関係市の議

会においてそれぞれの議会の議員の中から各１人ずつ互選した者をもって充てる。 

（企業団議員の任期） 

第７条 企業団議員の任期は、２年とする。 

２ 企業団議員が関係市の市長又は関係市の議会の議員の職を失ったときは、前項の規定に

かかわらず、同時に企業団議員の職を失う。 

（企業団議員の補欠選挙） 

第８条 企業団議員に欠員を生じたときは、補欠選挙を行わなければならない。 

２ 前項の補欠選挙については、欠けた議員を選出した関係市において選出するものとする。 

３ 補欠議員の任期は、前任者の残任期間とする。 

第３章 企業団の執行機関の組織及び選任 

（執行機関の組織） 

第９条 企業団に、企業長及び副企業長各１人を置く。 

（企業長及び副企業長の選任） 

第１０条 企業長及び副企業長は、関係市の市長の互選によって選任する。 

２ 企業長に事故があるとき、又は欠けたときは、副企業長がその職務を代理する。 

（企業長及び副企業長の任期） 

第１１条 企業長及び副企業長の任期は、４年とする。 

２ 企業長及び副企業長が関係市の市長の職を失ったときは、前項の規定にかかわらず、そ

の職を失う。 

（企業団の事務局） 

第１２条 企業団に事務局を設け、事務局長１人、職員若干人を置く。 

２ 前項の職員は、企業長が任免する。 

（監査委員） 

第１３条 企業団に監査委員２人を置く。 

２ 監査委員は、企業長が企業団の議会の同意を得て、企業団議員及び識見を有する者の中

から選任する。 

３ 監査委員の任期は、４年とする。 

４ 企業団議員の中から選任された監査委員が、当該議員の職を失ったときは、前項の規定 
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にかかわらず、同時に監査委員の職を失う。 

第４章 企業団の経費の支弁の方法 

（経費支弁の方法） 

第１４条 企業団の経費は、第３条の事業により生ずる収入をもってこれに充てるものとす

る。 

２ 前項の経費に不足を生じたときは、関係市の分担金をもってこれに充てるものとし、そ

の分配率は、関係市均等割とする。 

（利益金及び剰余金の分配） 

第１５条 第３条の事業により生じた利益金及び剰余金の分配は、関係市均等割によるもの

とする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規約は、令和４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規約の施行の際、現に埼玉県都市競艇組合の議会の議員、監査委員又は職員で別に

辞令を発せられない者は、この規約の施行の日において、引き続き埼玉県都市ボートレー

ス企業団の議会の議員、監査委員又は職員に在任するものとする。 

 


